
AWARD 7 川 崎 市 生 産 性 向 上・ 働 き 方 改 革  表 彰 企 業 の 取 組

有限会社イルフェジュール
業　　種
代 表 者
所 在 地
従業員数

 
洋菓子製造販売業
代表取締役　宍戸 哉夫
川崎市麻生区下麻生2-5-20
39名（男性4名、女性35名）

  
 
 

女性比率の高い従業員の負担軽減

焼成時間・工程の簡略化で短縮した時間を従業員の休日へ還元
生産性向上・働き方改革の取組により短縮した時間を従業員の休暇取得へ還元しています。具体
的には毎週月曜日を休日とし、その他の曜日で1日休日とすることで週休2日制を実現しています。

商品構成の絞り込みにより従業員の負担を軽減すると共に、変形労働時間制の導入により夏
季(4～11月)を7時間勤務としたうえで残業時間をゼロとしました。また、育児休暇制度を導入
するなど働き方改革にも併せて取り組んでいます。

M E S S A G E

シリコン製の型

生 産 性 向 上 に 向 け た 取 組

働 き や す い 職 場 づ く り に 向 け た 取 組

代表取締役
宍戸　哉夫 さん

平成30年度川崎市生産性向上促進事業支援補助金を利用し、機密性の
高いスチームコンベクションオーブンを導入したことにより、焼き時間を1
日約2時間短縮する等、焼成時間の削減に繋がりました。同じくシリコン
製のマフィン型を導入したことにより、焼成過程で行っていた包装機の途
中清掃が不要となり、労働時間の短縮に繋がっています。また、鉄製天板
からアルミパンチ天板にすることで、女性比率の高い従業員の負担が軽
減されると共に、作業効率も上がり労働時間の削減にも繋がっています。
人材確保に苦慮する業種ですが、同業他社に比べて比較的定着率が高
い状況を維持しています。

2004年、国内外数々のコンテストで高い評価を受
けているオーナーシェフ宍戸氏によって開業。伝
統的なフランス菓子を元に「シンプル・イズ・ベス
ト」をコンセプトに、生菓子、焼菓子、生チョコレー
トなどの魅力的な商品をプロデュース。大ヒット商
品の蒸ショコラは、バレンタインデーには行列が
できるほとの人気を博しています。

商品構成の絞り込みにより、従業員の負担を軽減

企 業 紹 介

生産性向上・働き方改革支援

▶ ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金 

▶ 生産性向上促進事業支援補助金

▶ 中小企業等人材育成・確保支援事業補助金

中小企業が行う、革新的なサービス開発・試作品開発・生産プロセスの改善に必要な設備投資等を
支援します。

表彰企業は国や市の支援策を活用して生産性向上・働き方改革に取り組んでいます。

国の支援制度

川崎市の支援制度

（補助額：100万～1,000万円、補助率：中小1/2以下　小規模2/3以下）

生産性向上チャレンジ支援（補助額：上限50万円、補助率：1/2以下）

▶ 小規模事業者持続化補助金

小規模事業者が経営計画を作成し､その計画に沿って行う販路開拓の取組等を支援します。
（補助額：上限50万円、補助率：2/3以下）

▶  IT 導入補助金

中小企業等が行う、バックオフィス業務の効率化や新たな顧客獲得等の付加価値向上に資するITツ
ールの導入を支援します。

市内において、主にソフト的な取組や簡易的な IT ツールの導入等による生産性向上・働き方改革に
関する取組に要する経費を支援します。

この度は、生産性向上・働き方改革事業の表彰ありが
とうございます。
今後も、生産性を向上させ、販売、流通環境を整え、
スタッフが働きやすい環境を今まで以上に整え、働き
やすさをより実感できる会社作りを進めてまいりたい
と思います。

生産性向上等に向け、中小企業等の経営者又はその従業員が必要な技術、技能又は知識の習得を
図るために必要な各種研修制度の受講等に要する経費を支援します。

先端設備等実践導入支援（補助額：上限100万円、補助率：1/2以下）

人材育成のための取組への補助（補助額：上限20万円、補助率：1/2以下）

▶ 生産性向上・働き方改革 専門家無料派遣相談

生産性向上や働き方改革に取り組む市内中小企業の人材確保を支援するため、就職フェアへの出
展や、就職希望者に自社をPRするための動画やパンフレット等の製作に要する経費を支援します。

生産性向上や働き方改革に取り組みたいが、「何に取り組めば良いかわからない方」や、「業務効率
のためにシステム導入を検討している方」など、課題や状況に応じた専門家（ITの専門家、社会保険
労務士、中小企業診断士等）を無料で派遣し、支援します。

人材確保のための取組への補助（補助額：上限20万円、補助率：1/2以下）

市内において、主に設備(ハード)導入等による生産性向上・働き方改革に関する取組に要する経費
を支援します。

（補助額：30万～450万円、補助率：1/2以下）

※新型コロナウイルス感染症への対応のため、一部内容に変更があります。

ホームページ
はこちら


